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新型コロナウイルス感染症発生時における業務継続計画 

 

 （特定非営利活動法人七彩） 

（デイサービス七彩） 

 

第Ⅰ章 総則 

 

１ 目的 

本計画は、新型コロナウイルス感染症の感染者（感染疑いを含む）が事業所内で発生した場

合においても、事業を継続するために当事業所の実施すべき事項を定めるとともに、平時から

円滑に実行できるよう準備すべき事項を定める。 

 

２ 基本方針 

本計画に関する基本方針を以下のとおりとする。 

① 利用者の

安全確保 

利用者は高齢者が多い為、重症化リスクが高く、集団感染が発生した場合、

深刻な被害が生じるおそれがあることに留意して感染拡大防止に努める。 

② サービス

の継続 

利用者の健康・身体・生命を守る機能を維持する。 

③ 職員の 

安全確保 

職員の生命や生活を維持しつつ、感染拡大防止に努める。 

 

３ 主管部門 

本計画の主管部門は、特定非営利活動法人七彩理事会とする。 
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第Ⅱ章 平時からの備え 

１ 対応主体 

デイサービス静管理者の統括のもと、計画のメンテナンス・周知と、感染疑い事例発生の緊

急時対応等、関係部門が一丸となって対応する。 

２ 対応事項 

項目 対応事項 
関係

様式 

(1)体制 

構築・ 

整備 

全体を統括する責任者・代行者を選定 

□ 全体の意思決定者は法人理事会及び代表理事とする 

□ 各業務の担当者の決定は事業所管理者とする 

 

(2)感染防止

に 向 け た 

取組の実施 

必要な情報収集と感染防止に向けた取組の実施 

□ 新型コロナウイルス感染症に関する最新情報（感染状況、政府や自治体の

動向等）の収集⇒各施設やご家庭内での状況を把握 

□ 基本的な感染症対策の徹底⇒手指消毒、換気、乗車人数の制限、聞き取り、

マスクの装着 

□ 職員・入所者の体調管理⇒発熱や咳、倦怠感等の症状確認 

□ 施設内出入り者の記録管理⇒事業所内出入者の健康観察と記録 

□ 連絡先変更等の反映⇒連絡先名簿の更新 

 

防護具、消毒

液等 

□ 保管先⇒備品等の管理は 2 階倉庫とする 

□ 備蓄在庫量の確認⇒備蓄品リストを作成し担当者が確認し補充する 

 

(4)研修・訓

練の実施 

定期的に以下の研修・訓練等を実施、BCP の見直し 

□ 業務継続計画（BCP）を関係者で共有し適宜見直しをする 

⇒事前検温・体調の連絡・マスクの準備・手指の消毒・換気・手の触れる部分の

消毒・蜜を避ける等の基本を周知徹底する 
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□ 業務継続計画（BCP）の内容に関する研修 

⇒食事の提供・入浴介助・更衣・マウスケア等の場面から飛沫・接触感染のリス

クが高いことを認識し介助時の角度や食器の扱い方・注意事項等を再確認する 

□ 業務継続計画（BCP）の内容に沿った訓練 

⇒事業所の平面図を用いてゾーニングを実施し空気感染を予防し安全性の確保を

する 

⇒清潔区域と非清潔区域を明確にし、現状に即しシュミレーションする 

⇒パーテーションパネルを設置し飛沫感染を予防する 

⇒来客との接点を無くす 

⇒職員は一定の距離をとって、時間内に対応する 

(5) 

BCP の 検

証・見直し 

□ 最新の動向や訓練等で洗い出された課題を BCP に反映 

⇒メンタル面へのフォローを重要視する必要があり充分な配慮を要する 

⇒検査と受診のタイミングが難しく状況を勘案し判断する 

⇒職員が媒体となることを避けるために私生活においても注意を要する 

 

 

第Ⅲ章 初動対応 

感染疑い者が発生した際の初動対応について、迅速な対応ができるよう準備しておく。 

１ 対応主体  静管理者の統括のもと、以下の役割を担う者が各担当業務を遂行する。 

役割 担当者 代行者 

全体統括 静  聡美 若林あかね 

医療機関、受診・相談センターへの連絡 静 美由紀 静 美由紀 

利用者・家族等への情報提供 若林あかね 竹村 紀子 

感染拡大防止対策に関する統括 静  聡美 大塚登美子 
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２ 対応事項 

項目 対応事項  

（1） 

第一報 

□ 管理者へ報告 

⇒通常とは異なる呼吸状態や風邪症状が観られる場合はコロナウイルス感染症を疑

う対応する 

⇒車に搭載している体温計で測定する 

⇒高熱ではない場合も管理者に報告し指示を仰ぐ 

⇒管理者は事業所内で情報共有し担当者と感染疑い者が発生した経緯や状況等を整

理する 

⇒職員に発熱等の症状が認められる場合は出勤を控えることを徹底し、感染が疑わ

れる場合は医療機関に連絡をし指示を受ける 

□ 地域での身近な医療機関、受診・相談センターへ連絡 

⇒協力医療機関もしくは身近な発熱外来を受診し指示を受ける 

⇒電話相談の場合は事業所内の状況や症状・経緯等詳細な情報を伝える 

□ 事業所内・法人内の情報共有 

⇒感染者発生の状況を事業所内で共有する 

⇒当該利用者の他の方々に症状の有無を確認する 

⇒感染経路を断ち感染拡大を防ぐために指示を仰ぐ 

□ 居宅介護支援事業所への報告 

⇒関係するサービス提供事業者及び居宅介護支援事業所に情報提供を行い、必要と

なる代替サービスの確保･調整等利用者支援の観点で必要な対応がとられるよう努

める 

⇒当該利用者が利用している他のサービス提供事業者への情報提供を速やかに行う 

□ 家族との調整 
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⇒家族の体調確認と今後のスケジュールを確認する 

⇒利用者の状態や症状の経過、受診・検査の実施等の今後の予定について共有する

よう心掛ける 

（2） 

感染疑

い者へ

の対応 

【利用者】 

□ 利用休止 

□ 医療機関受診 

⇒医療機関及び相談センターの指示に従う 

⇒十分な換気及び清掃を実施する 

 

（3） 

消毒・清

掃等の

実施 

□場所（共用スペース等）、方法の確認 

⇒当該利用者の触れた家具や共有スペースの消毒を行う 

⇒消毒用のエタノール又は次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿式清掃し乾燥させ

る（次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴霧については吸引すると有害である

為行なわないこと) 

⇒ドアノブやトイレの取手等は消毒用エタノールで清拭する(または、次亜塩素酸ナ

トリウム液 0.05％で清拭後、水拭きし乾燥させる) 

 

 

第Ⅳ章 休業の検討 

１ 対応主体 

以下に役割を担う者を構成メンバーとする対策本部を構成する。 

役割 担当者 代行者 

全体統括 静  聡美 若林あかね 

関係者への情報共有 静 美由紀 大塚登美子 

再開基準検討 若林あかね 清水 淳子 
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２ 対応事項休業の検討における対応事項は以下のとおり。 

対応事項  

□ 関係機関との調整 

□ 訪問サービス等の実施検討 

⇒自宅待機中の当該利用者に対して代替サービスの検討をし、療養生活の継続が可能な状況を

確保すると共にＡＤＬの低下を招くことのないよう努める 

□ 居宅介護支援事業所との調整 

⇒休業の有無、休業の期間、休業中の対応、再開の目途(目安)等について利用者・家族、指定

権者、保健所、居宅介護支援事業所等と情報を共有する 

□ 利用者・家族への説明 

⇒感染症への不安からサービスの利用を一時的に停止する｢利用控え｣が起きる場合があるが、

そのような利用者に対しては担当ケアマネジャーと連携し定期的に利用者の健康状態・生活状

況を確認する 

⇒利用者・家族の希望や必要に応じて代替サービスの利用を検討する 

⇒利用者・家族の抱く感染不安の心情に寄り添いつつ｢これまで利用されていた介護サービス

は心身の状態を維持する上で不可欠であること｣｢事業所内においては徹底した感染防止対策

を実施していること｣等を説明し不安感の払拭に向け働きかけを行う 

□ 再開基準の明確化 

⇒感染者数の減少・新規感染者の出現の無き状況を見据え、最終の感染者の回復状況から 14

日間の状態確認を終えた段階で、保健所の指示を仰ぐ 

⇒各居宅介護支援事業所に向け状況及び経過報告を文章にて行う 

⇒利用者・家族へのアナウンスと意向確認を行う 

⇒感染症の後遺症(症状)に苦しむ方々に対するケアを継続する 
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第Ⅴ章 感染拡大防止体制の確立 

１ 対応主体 

以下に役割を担う者を構成メンバーとする対策本部を構成し、業務を遂行する。 

役割 担当者 代行者 

全体統括 静  聡美 若林あかね 

関係者への情報共有 若林あかね 静 美由紀 

感染拡大防止対策に関する統括 静 美由紀 大塚登美子 

勤務体制・労働状況 清水 淳子 竹村 紀子 

情報発信 静  聡美 瀬川さよ子 

 

２ 対応事項 

感染拡大防止体制の確立における対応事項は以下のとおり。 

項目 対応事項 
関係 

様式 

 

□ 居宅介護支援事業所との調整 

⇒感染が疑われる利用者、もしくは感染が疑われる者との接触が疑われる利用者

に対して、自宅待機中の生活に必要なサービスが提供されるよう、居宅介護支援

事業所等との調整を行う 

 

 

□ 自宅待機 

⇒感染したことが判明した日から 5 日間は菌を排出しているためその間は自宅待

機をしていただく 

【職  員】 

□ 自宅待機 

― 
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⇒発症していない状況であっても自宅待機をし、職場復帰の時期については、発

熱等の症状の有無等も踏まえ個々の状態で勘案する 

 

□ 在庫量・必要量の確認 

⇒職員個人が使用する防護服（防護具）、消毒剤等の在庫量と保管場所を確認する 

⇒感染者数の増加も見込み個人用の防護服（防護具）は充分な量を確保する（個

人用の防護服の不足は職員の不安感にも繋がる恐れがあるため周到に用意をす

る） 

□ 調達先・調達方法の確認 

⇒法人内もしくは関係者間での情報交換に基づき、防護服（防護具）の調達先と

調達方法を検討し、不足が見込まれる場合は自治体に相談をしておく 

⇒急速な感染拡大が起こった場合に、在庫量の減少やスムーズな納品が困難にな

る事態に陥ることを考慮し、適時に適切に調達を依頼（発注）する 

 

 

□ 事業所内・法人内での情報共有 

⇒感染者の情報、感染者の症状などについて必要な情報を共有する 

⇒利用者・職員の状況（感染者及び疑いも含め）、運営を休業する期間、休業中の

対応、運営再開の目安となる時期等について事業所（法人）内で共有する 

□ 利用者・家族との情報共有 

⇒休業の有無、休業する期間、休業中の対応、運営再開の目安となる時期等につ

いて、利用者・家族、居宅介護支援事業所、との情報共有を行う 

⇒感染者や濃厚接触者となった職員の兼務先（兼務の場合）等を把握している場

合は個人情報に留意しつつ必要に応じ情報提供を行う 

□ 関係業者等との情報共有 

⇒必要に応じ、個人情報の取扱いに留意をしたうえで、居宅介護支援事業所と相
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談をし、地域で当該利用者が利用されている関係業者（医療機関や他のサービス

提供事業者）等への情報提供に努める 

 

 

□ 労務管理 

⇒職場（事業所）の感染状況と職員の体調や環境等に応じて勤務が可能な職員を

リストアップし、調整する 

⇒職員の不足が見込まれる場合は早めに応援職員の要請を検討し、可能な限り特

定の職員の長時間労働を予防する 

⇒勤務が可能な職員に対して、一部の職員への業務過多のような偏った勤務状況

となることや休日勤務を強要することのないように配慮する 

⇒事業所の近隣において宿泊施設や宿泊や休憩の可能な場所を確保し提供する 

□ 長時間労働対応 

⇒定期的に実際の勤務時間等を確認し特定の職員の長時間労働を予防する為に事

業所内外に休憩場所を確保する 

⇒連続した長時間勤務を余儀なくされる場合は、週に 1 日は完全に休みとする他、

事業実施時間内に休憩時間を確保できることを念頭にシフトを組む 

□ コミュニケーション 

⇒事業所内での日頃からの意思疎通やコミュニケーションを大切にし、メンタル

面での不調を訴える職員が出ないように努める 

⇒事業所に対する風評被害等の情報を把握し、心を痛める職員（心の不調者）が

出ないように努める 

□ 相談窓口 

⇒事業所又は法人内に担当者もしくは相談専用の窓口を設置するなど職員が相談

をし易い体制を整える 

⇒精神保健福祉センター（各自治体や保健所が運営）等、事業所外の専門機関に
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も相談のできる体制があることについてもアナウンスする 

（６） 

情報発信 

□ 関係機関・地域・マスコミ等への説明・公表・取材対応 

⇒公表のタイミングと範囲については事前に協議をし決めておく 

⇒公表する内容については個人情報保護法に違反しない範囲内で必要と考えられ

る先に適切な方法により情報提供をする 

⇒公表内容については、利用者・家族・職員の同意を得た上で検討する 

⇒取材に応じるか否かについてはタイミングに留意し、利用者・家族・職員が報道

により初めて事実を知るといった現象が生じないよう充分配慮をする 

⇒発信すべき情報に関しては遅滞なく発信し、発信する内容に齟齬が生じないよう

担当者を決め真摯に対応する 

 

更新日 更新内容 

令和 5 年 12 月 1 日 5 類に移行後の陽性者の増加(クラスター状況の増加)に対応 

令和 6 年 3 月 1 日 2023 年 5 月 8 日報告の義務などが排除されたことを受け見直し 

令和 6 年 4 月 1 日 2023 年 10 月 20 日更新の官報に準じて 
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＜更新履歴＞ 
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（参考）新型コロナウイルス感染症に関する情報入手先  
 

 

○厚生労働省「新型コロナウイルス感染症について」 ： 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 

 

 

○厚生労働省「介護事業所等向けの新型コロナウイルス感染症対策等まとめページ」： 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/t

aisakumatome_13635.html 

 

 

○令和 2年 4月 7日付事務連絡（同年 10月 15日付一部改正） 

社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000683520.pdf 

 

○令和 2年 6月 30日付事務連絡 

高齢者施設における新型コロナウイルス感染症発生に備えた対応等ついて 

   https://www.mhlw.go.jp/content/000645119.pdf 

 

○令和 2年 7月 31日付事務連絡 

（別添）高齢者施設における施設内感染対策のための 自主点検実施要領 

https://www.mhlw.go.jp/content/000657094.pdf 

 

○令和 2年 9月 30日付事務連絡 

高齢者施設における施設内感染対策のための自主点検について（その２） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000678401.pdf 

 

○令和 2年 10月 1日付事務連絡 

介護現場における感染対策の手引き（第１版）等について 

https://www.mhlw.go.jp/content/000678650.pdf 

 

○（各事業所で必要なものを記載） 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000683520.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000645119.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000657094.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000678401.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000678650.pdf


感染症は感染症法(感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律)で感染力及び罹患した場合の重篤性等を総合的に勘案し、１
～５類感染症の類型に位置付けられ、講ずることができる措置も定められています。｢�類｣には結核・ＳＡＲＳ等があり、「�類」には季節性インフ
ルエンザ等があります

◇　法律に基づく私権制限は終了します
◇　医療費の�割～�割を自己負担となります
◇　個人の選択を尊重し国民の自主的な取組が基本となります
◇　基本的対処方針は廃止となり個人の判断に資する情報提供を実施します

⇒　感染症専門の発熱外来ではなく一般の医療機関でも幅広く受診ができる医療体制に移行
⇒　感染症法に基づく陽性者及び濃厚接触者の外出自粛は求められなくなります
⇒　感染対策の実施については個人･事業者の判断が基本となります
⇒　基本的感染対策の実施に当たっては感染対策上の必要性に加え、経済的･社会的合理性や、持続可能性の観点からも考慮し
　　感染対策に取り組むように委任されています

感染症対策　研修報告書

復命日 令和�年�月�日(金)

テーマ ＢＣＰ研修員会開催 (コロナウイルス対策継続の意義)

目的 �類に変更後の適切な対応方法について理解し適切に実施する
実施日(期間) 令和�年�月�日(金)　��:��～��:��

デイサービス七彩会議室 (職員及び理事で構成 )
種別 研修　
参加者 静美由紀･大塚登美子･松原すぎ子･岡節郎･北村秀美･澤田泰子･静聡美･

若林あかね･和田和代･清水淳子

所属 デイサービス七彩・居宅介護支援事業所七彩 ・理事会

内　容
➀　感染症の分類について

基本的感染対策 方法(考え方の基準)

マスクの着用
マスク着用の義務付けはなくなり個人の主体的な選択を尊重する方針に変化
着用については個人の判断に委ねられ、必要と考えられる場面ではマスクの着用を推奨するという表現に
変わっている

衛生面
(消毒等)

エアロゾル
感染対策

人と人との
距離の確保

➂　基本的感染対策の考え方(個人や事業者が自主的に判断し実施する際の基準)

➁　�類になり具体的に何が変わったのでしょう

手洗い等の手指消毒や、ドアノブや手摺等のアルコール消毒に関しては、一律に求められる事はないが、新型
コロナの特性を踏まえた基本的感染対策として引き続き継続を推奨

ウイルスの感染経路などを踏まえた期待される対策
飛沫感染対策か、エアロゾル感染対策か、接触感染対策かを判断する必要があり、コスト等を踏まえた費用
対効果についても検討が必要
｢人と人との距離の確保｣により人との付き合い方やコミュニケーションとの兼ね合いが鍵となる

｢三つの密の回避｣
⇒政府から一律に求められる事はないが、流行期において、高齢者等重症化リスクの高い方は換気の悪い場所
や不特定多数の人が存在するような混雑した場所や接近した会話を避けることが感染防止対策として有効
(避けられない場合はマスクを着用)



Ａ　外出を控える事を推奨される期間
・特に発症後�日間が他人に感染させるリスクが高い事から、発症日を�日目として�日間は勤務(外出も含め)を控える事
・�日目に何らかの症状が続いている場合には、熱が下がり、痰や喉の痛み等の症状が軽快した後、��時間が経過するまで  
　出勤は控える事
・症状が重い場合は医師に相談をし適切な医療的処置を受け指示に従う事
・無症状の場合は、検体採取日を�日目として差し支えない

Ｂ　子育て中の職員に対しては、『学校保健安全法施行規則』に準じた過ごし方をする必要があり、｢発症した後、�日間を
　経過し、かつ、症状が改善・軽快した後�日を経過するまで｣をコロナウイルス感染症による出席停止期間としている事
　を熟知する事

・新型コロナウイルスの感染経路は、飛沫感染、エアロゾル感染、接触感染であると考えられる事から食品や食事の配膳
を　行う場合は、不特定多数の方と接触する可能性があり接触感染に注意が必要
・食器についても清潔な状態で提供する事に注意を払い、対応者は清潔なグローブの使用を厳守とする事
・食事中は飛沫感染が最も起こりやすく、パーテーションパネル等が必置ではなくなった現在も飛沫による感染に十分な
注　意喚起が必要

・感染症の流行は現在でも確認され年齢が上がるごとに重症化するリスクが高まっている
・家庭内感染の勢いが強く申告不要の状況下での罹患者が増えている
・後遺症として倦怠感・呼吸困難・筋力低下・集中力低下等の症状が現れ重症化し軽快に時間を要することがある為、か
かりつけ医への相談が必要
・一度罹患したから免疫ができていると考えるのは間違いであり新型コロナウイルスは現在も異変を繰り返しており新し
い変異株に再感染する可能性がある為、油断は厳禁！

・これまで通り入念な手洗いに加え、手指消毒用アルコールでの消毒をする必要があり用心をする事
・コロナウイルス感染症の疑いのある方や他の感染症に罹患されている方が使用された後のトイレは、急性の下痢症状
等で細菌が飛散している事も考慮し次亜塩素酸ナトリウム(市販されている家庭用漂白剤等で代用可能（�,���ppm)、
亜塩素酸水(遊離塩素濃度���ppm以上)または、アルコール(��%)による清拭をする事

「濃厚接触者」として特定される事はなくなり､「濃厚接触者」として法律に基づく外出自粛も規制も求められませんが、
同居のご家族がコロナウイルスに感染した場合は可能な限り接触を避け、罹患した方の発症日を�日として�日間はご
自身の体調に注意をする事
�日目までは発症する可能性がある事からハイリスク者との接触を控える等周囲への配慮を怠らないようにする事が
重要

他の人に移す
リスクについて

➄　「濃厚接触者」の取扱は？

➅　感染者の便などから感染する危険性は？

➆　食品等を介してコロナウイルスに感染する危険性は？

➇　新型コロナウイルス感染症はもう怖くない？

◇　鼻やのどからのウイルスの排出期間には個人差があるが、発症�日前から発 症後�日～��日は感染性ウイルスを
　　排出している
◇　発症後�日間は、感染性ウイルスの排出量が多く、�日間経過後に大きく減少することから、発症後�日間は他人に
　　感染させるリスクが高い事を周知し注意をする必要がある
◇　排出されるウイルス量は発熱や咳等の症状が軽快すると共に減少するが軽快後も一定期間はウイルスを排出し
　　ている事を認識した対応が必要

◇新型コロナウイルス感染症は他の人にうつすリスクはどの程度？
◇鼻やのどからのウイルスの排出期間の長さに個人差がありますが発症 �日前から発症後 �日～ �� 日
　間は感染症のウイルスを排出していると考える必要がある

➃　考慮に当たっての観点(外出自粛は求められない為適正な判断をする必要がある)
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